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●広域化検討の背景
事業収入の約９割を占める水道料金収入は、節水機
器の普及や使用水量の減少などの影響により減少傾
向にあり、また今後、人口減少等の影響を受け、
益々その傾向は顕著になると見込まれます。
また、事業を担う職員
は、市町村等における
定数削減のしわ寄せを
受け、行政部局よりも
大きな削減となってお
り、今後、少子化に伴
う生産年齢人口の減少
により、より確保が難
しくなると見込まれま
す。
一方で、高度経済成長
期に建設した水道施設
が耐用年数に達し、今
後それら施設の更新・
耐震化が急務となっており、それら事業の実施に必
要な資金、人員の確保が必要です。
有効な対策手段の１つが、水道事業の広域化です。
大阪広域水道企業団は広域化を推進しており、協議
の整った市町村から順次統合し、令和３年４月時点
において、府内14市町村の水道事業を担っています。

●統合への課題・懸念
統合にあたり次のような懸念が指摘されています。
○統合の必要性

・人口規模の大きい団体や経営基盤の強い団体では、
早期の統合の必要性を見出しにくい。

○決定権限等についての懸念
・統合により水道事業を移管すれば、料金や事業内容
等の決定・実施権限がなくなること等を懸念

○経営状況等の違い
・経営状況（収支や資産・負債の状況等）に大きな差
がある中、事業統合にあたって、例えば、資産・負債
等をそのまま承継するといった方式では、特に経営基
盤の強い団体にとって、不利益になることも想定され
る。このため、資産等の公平な承継方法づくりが課題。
・施設の老朽化や耐震化の状況に大きな差がある中、
事業統合後に見込まれる施設整備費用の負担方法につ
いても同様。
○料金のあり方
・団体によって水道料金に大きな差がある中、事業統
合後に料金を統一しようとすると、一部の団体の料金
が値上げとなる場合がある。このため、住民理解を得
ることができる料金の設定が課題
○地域自己水（浄水場）のあり方
・事業統合した場合、一水道の下で全ての浄水場は一
元的な管理・運営になると想定されるが、地域自己水
の浄水場については、「将来的にも存続」「老朽化し
た段階で廃止」等、団体によって考え方は様々であり、
そのあり方が課題になる。
私は現在の統合案は以上の懸念に答えていないことを
理由に統合につながる規約変更議案に反対しました。
その結果和泉市を含む7市の統合案は仕切り直しとなり
ました。次ページに水道事業の経営健全度と統合の参
加、不参加の関係を示します。

目 次

・和泉市水道事業の広域化規約変更議案を否決 P１

・水道事業の経営状況と統合への参加の可否 P2-3

・大丈夫かマイナンバーカード P4
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和泉市水道事業広域化推進のための
規約変更議案を否決
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マイナンバーカードをめぐるトラブルが続いています。
政府はマイナンバーカードの制度の問題ではなく、入
力ミス等人為的なミスが原因としています。
しかし人手での入力にはミスが不可避であり、ミスの
発生を前提にこれを防止するシステムとすべきです。
マイナンバーカードの普及を急いだあまり、十分な検
討が不足していたのではないかと思います。
政府はトラブルの発生は限定されていると主張します
が、他人の医療情報が開示されたり、違う口座に公金
が入金されたり、カードが認識されないため保険診療
が受けられない、他人の住民票や印鑑証明書が発行さ
れたりと、トラブルに伴う影響は甚大です。
トラブルの多発に伴い、健康保険証とマイナンバーカ
ードの一体化に反対する国民が増加しています。（下
図参照、朝日デジタルより）

本来マイナンバーカードの取得は強制ではありません
が、健康保険証と一体化し保険証を廃止しようしてい
ます。マイナンバーカードの発行を強制するもので、
基本的な問題です。資格証明書で代用する事が出来る
と言っていますが、健康保険証のようにはいきません。
R5.6.12の衆議院決算行政監視委員会でも、マイナン
バーカードの問題が議論され、特に来年11月に現在
の紙の健康保険証を廃止することの問題が多く議論さ
れています。現在の保険証は自治体から郵送で送られ
てくるのに対し、健康保険証の代替手段である資格証
明書は、申請が前提で（申請なしに給付を検討中）、
果たして高齢者や認知症の方が間違いなく申請できる
のかは大いに疑問です。資格証明書がなければ10割
負担となり、実質的に保険診療が受けられない事にな
ります。国民皆保険にも反する事態が予想されます。
立ち止まって考えるべきです。現在の保険証とカード
の併用を行えば良いだけです。
私は多くの個人情報がマイナンバーカードに紐付ける
危険を考慮し、カードを作っていません。今後も作る
つもりはありません。
既に危惧した問題が現実に起こっています。カードと
保険証の一体化は問題が多すぎます。再検討すべきで
す。

5類に見直し前のコロナ感染状況は上記の通りです。
大幅に感染者が減少し、5類移行は納得できますが、4
月ごろから若干ではありますが感染者が増加している
の気がかりです。
感染者の定点把握となった以降の感染者の状況は下表
の通りで、一貫して増加しており懸念材料です。

昌子の日記＆予定

7/3 和泉府中駅会報配布
7/4 「命のたねをだきしめて」鑑賞会
7/5 青年の家シンポジウム
7/6 下水道意見陳述
7/10,11,13,14 和泉中央駅会報配布
7/18 北信太駅会報配布 7/19 和泉府中駅会報配布
7/20 和泉中央駅会報配布、ソロプチミスト大阪－南

稜定例会、
7/24 泉北環境施設組合基本構想説明会
7/25 「コスモポリス地区計画の変更案について」説

明会
7/27 府中駅会報配布、緑ケ丘女性消防クラブ定例会
7/29 のぞみ野夏祭り
7/31 南部人研修会（貝塚市）

大丈夫かマイナンバーカード？ 5類移行後のコロナの状況
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●水道事業の経営状況について
水道事業の経営状況を表す指標として、代表指標として水道料
金、収支についての経常収支比率、借金の状況を表す企業債残
高対給水収益比率の 3指標をピックアップし、それぞれの偏差
値の合計を水道の経営状態を表す指標としました。（独自の指
標です）
左表は大阪府内の全事業体について経営状態を良好なものから
順に並べたものです。
●経営状況と統合への参加との関係について
前掲の統合参加について①経営基盤の強い団体では早期の統合
の必要性を見出しにくい、②資産・負債をそのまま承継すると
いう方式では、経営基盤の強い団体には不利益となる、③事業
統合後に料金を統一しようとすると、経営が良く料金が低い団
体には料金の値上げとなる場合がある。等の問題指摘があり、
経営基盤の強い自治体は統合に消極的となりかねない。
●統合への参加について(網掛けした事業体が統合に参加）
左表をつぶさに検討すると、経営状態の良い上位 15 の団体で
統合に参加している団体は皆無である。逆に下位 10 団体で統
合に参加していないのは僅かに 2団体に留まり、懸念が現実の
ものとなっている。


